【参考】
· 道路運送法による位置づけ

　道路運送法は、道路運送事業について定めた法律です。

　有償で旅客を輸送する事業を行う場合は、国土交通大臣の許可を得て、営業用自動車（青ナンバー）を使用し、二種免許を持った運転者が従事するというのが基本的な考えです。

　しかし、2006年の道路運送法改正により、自家用自動車（白ナンバー）による有償運送は、国土交通大臣の登録もしくは許可を受けることで合法的に実施できるようになりました。さらに、2020年に「持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律」が公布され、それに伴い同年、道路運送法改正も改正され、道路運送法に位置付けられた自家用自動車による有償運送としては、登録をする自家用有償旅客運送（福祉有償運送及び交通空白地有償運送）と事業者協力型自家用有償旅客運送（福祉有償運送及び交通空白地有償運送）、許可を取得する訪問介護員等による有償運送があります。（下記参照）のように自家用自動車による有償運送が整理されました。

【道路運送法に位置付けられた自家用自動車による有償運送（自家用有償運送）】

	(1)自家用有償旅客運送

（登録）
	①福祉有償運送
	市町村やNPO法人等が、身体障がい者、要介護者、要支援者、その他障がいを有する人の移動を確保するために行う運送。

	
	②交通空白地有償運送
	市町村やNPO法人等が、交通不便な地域で住民や観光客に必要な交通を確保するために行う運送。

	(2)事業者協力型自家用有償旅客運送（登録）
	①福祉有償運送
	上記①、②の運送において、バス・タクシー事業者が運行管理者や車両整備管理に協力するもの。

	
	②交通空白地有償運送
	

	(3)公共福祉を確保するためやむを得ない場合（許可）
	訪問介護員等による有償運送
	訪問介護員等が介護保険や障がい福祉サービスの対象者向けに行う運送


●運転者の要件と認定講習
自家用自動車を使用して行う有償運送では運転者の要件が定められています。運送の種類によって要件が異なり、一種免許の場合に受講する認定講習も運送の種類によって異なります。
　福祉有償運送では運転関連に加えて、セダン（福祉車両以外の車両）を使用する場合は介助関連の要件です。二種免許でもセダンを使用する場合は介助関連の要件を備えることが必要です。
　また、運転者として最初に活動を行う場合、一種免許では過去2年間免許停止がないことが条件です。
　訪問介護員等による有償運送では、福祉有償運送と同じ要件で更に過去2年間無事故が条件です。（セダン等運転者講習は受講免除）。
自家用自動車による有償運送の運転者の要件
	運送の種類
	交通空白地有償運送
	福祉有償運送・訪問介護員等による有償運送

	
	
	福祉自動車による
	福祉自動車以外による
（セダンによる）

	いずれかの要件
	第二種運転免許かつ免許停止中ではない
	第二種運転免許かつ免許停止中ではない
	左の要件に加え次のいずれか
1） 認定講習【セダン等運転者講習】修了
2） 介護福祉士、ヘルパー、ガイドヘルパー等


	
	もしくは
	もしくは
	

	
	第一種運転免許かつ過去２年以内に免許停止がなく、認定講習【交通空白地有償運送運転者講習】修了等
	第一種運転免許かつ過去２年以内に免許停止がなく、認定講習【福祉有償運送運転者講習】修了等
訪問介護員による有償運送では更に過去２年間以内に無事故
	


　

　交通空白地有償運送と福祉有償運送では、活動を始めてから万一、交通違反等により免許停止になった場合、独立行政法人自動車事故対策機構が実施する適性診断を受診しなければなりません。免許停止が解除されれば活動を再開することができます。運送中に限らず、プライベートで運転中の交通違反等による免許停止も含みます。
　認定講習の実施機関として国土交通大臣の認定を受けた組織が全国にあり、各地で認定講習を開催しています。全国どこで受けた認定講習でも構いません。認定講習の修了証には有効期限や書き換えはありません。
　福祉有償運送運転者講習を修了した人は交通空白地有償運送運転者講習を修了したものとみなされます。
　交通空白地有償運送運転者講習（旧、市町村運営有償運送等運転者講習も含む）を修了した人は福祉有償運送運転者講習のうち、①関係法令等に関する講義、②安全・安心な運行と緊急時の対応に関する講義、③運転方法に関する講義を受講したものとみなされます。
自家用自動車による有償運送の運転者の要件と認定講習の種類
	運送の種類
	交通空白地有償運送
	福祉有償運送・訪問介護員等による有償運送

	
	
	福祉自動車による
	福祉自動車以外による
（セダンによる）

	いずれかの要件
（※３）
	第二種運転免許かつ免許停止中ではない
	第二種運転免許かつ免許停止中ではない
	左の要件に加え次のいずれか（※１）
1） 認定講習修了（下記）
2） 介護福祉士、ヘルパー、ガイドヘルパー（※２）
3） ケア輸送サービス従事者研修修了


	
	もしくは
	もしくは
	

	
	第一種運転免許かつ過去２年以内に免許停止がなく、次のいずれか
1） 認定講習【交通空白地有償運送運転者講習】修了
2） 自家用自動車管理業運転サービス科修了
	第一種運転免許かつ過去２年以内に免許停止がなく、次のいずれか
1） 認定講習【福祉有償運送運転者講習】修了
2） ケア輸送サービス従事者研修修了
更に訪問介護員による有償運送では過去２年間以内に無事故
	

	認定講習の種類とそのカリキュラム
	【交通空白地有償運送運転者講習】
	【福祉有償運送運転者講習】
	【セダン等運転者講習】

	
	1 関係法令等に関する講義
（２０分）
2 安全・安心な運行と緊急時の対応に関する講義
（５０分）
3 運転方法に関する講義
（４０分）
4 運転方法に関する演習
（一人あたり２０分）
	1 関係法令等に関する講義
（５０分）
2 安全・安心な運行と緊急時の対応に関する講義
（５０分）
3 運転方法に関する講義
（５０分）
4 障がいの知識及び利用者理解に関する講義（５０分）
5 基礎的な接遇技術に関する講義・演習（１２０分）
6 福祉自動車の特性に関する講義・演習（６０分）
7 福祉自動車の運転方法等に関する演習（一人２０分）
	福祉自動車以外の自動車を使用して行う福祉有償運送における利用者理解及び乗降介助等の対応に関する講義及び演習
（講義５０分
演習一人あたり２０分）


（※1） 福祉自動車以外による場合（セダンによる場合）、福祉自動車による場合の要件を備えていることが条件となる。
第二種運転免許でもセダンの要件を備えなければならない。運転者もしくは同乗する介助人等が備えれば良い。
（※2） セダン等運転者講習の免除者は次のとおり。
(1) 介護保険法施行令第3条第1項各号に掲げる研修過程を修了した者
＝都道府県知事または、都道府県知事が指定する事業者が行う「介護職員初任者研修」修了者
（旧：訪問介護員養成研修1級・2級・3級、介護職員基礎研修の修了者を含む）
(2) 指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定める者（＝障害者総合支援法に基づく居宅介護サービスを提供できる人）
1） 介護福祉士
2） 「居宅介護従業者養成研修」課程修了者
3） 「重度訪問介護従業者養成研修」課程修了者
4） 「行動援護従業者養成研修」課程修了者
5） 都道府県知事または、都道府県知事が指定する事業者が行う「介護職員初任者研修」修了者（旧：訪問介護員養成研修1級・2級・3級、介護職員基礎研修の修了者を含む）
6） 2006年（平成18年）3月31日において現に、身体障害者居宅介護等事業、知的障害者居宅介護等事業又は児童居宅介護等事業に従事した経験を有する者であって、都道府県知事から必要な知識及び技術を有すると認められる旨の証明書の交付を受けた者
7） 「視覚障害者移動介護従業者養成研修」、「全身性障害者移動介護従業者養成研修」、「知的障害者移動介護従業者養成研修」の各研修課程修了者
(3) 看護師・准看護師は講習の免除者に含まれていないが、「都道府県の判断で看護師等は訪問介護員1級の養成研修を全科目履修済みとみなすことができる」とされていることから免除と判断されている。
（※3） 2006年（平成18年）9月30日以前に旧法第80条により許可を受けた団体で運転者として従事していた者は、代替講習を受講すれば要件を備えたとみなされる。セダンの場合、セダン特区でセダンの運転者若しくは乗務員として従事していれば代替講習の対象となる。
